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2011年度税務確定申告のための事前準備チェックリスト 
 

背景 

2011年も既に半年が経過したが、中国政府機関は過去半年で多くの重要な税務法規を公布

してきた。国家税務総局は非居住者に対する課税上発生する、いくつかの特定の問題につい

て解釈を行い、税務処理上の不確実性をある程度低減させてきた。全国人民代表大会は個

人所得税法の修正案を可決し、賃金・給与所得について毎月の費用控除標準を2,000人民元

から3,500人民元まで引き上げた。企業間借入による利息支出の損金算入、証憑を取得して

いない費用の損金処理等の企業所得税の執行上における、いくつかの具体的な問題が明確

にされた。会社が中国税務及び法規の最新動向を体系的に把握した上で、必要な対応をタイ

ムリーに取れるよう、参考までに下記の2011年度確定税務申告事前準備チェックリストを用意

した。 

本チェックリストは2つのパートに分かれている。パート1には、主に投融資、経営、利益送金及

び企業再編のプロセスにおける一般的な税務上の問題が含まれている。パート2は、いくつか

の業種（不動産、情報、通信、エンターテイメント、エネルギー、天然資源及びリース）に関する

税務法規の最新動向に重点が置かれている。 

なお、本チェックリストの利用に際しては、以下の点につきご留意いただきたい。本チェックリス

トには、全ての中国税務法規事項が網羅的に含まれている訳ではないこと。特定の企業ある

いは個人の個々の状況に対して提供することを意図していないこと。また、地方税務機関に

よっては特定の問題に対して異なる判断を下す可能性があることである。 
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パート1： 一般的規定 
 

関連法規のポイント 企業の対応 施行日 KPMG中国発信情報 はい いいえ 該当無し 

1.1  企業形態 

工商外企字［2011］26号及

び27号 

 全ての常駐代表機構（駐

在員事務所）は地方工

商行政管理機関で登記

証明書を更新すべきで

ある
1

 駐在員事務所の納税状

況に対する監督の強化 

 

 従事している業務の整合

性を確認するために駐在

員事務所と外商独資企

業の2種類の経営モデル

における優劣を検討する 
2011年3月1日 

チャイナアラート 
2011年第8回 

チャイナアラート 
2010年第4回 

□ □ □ 

1.2  投融資 

国家税務総局［2011］第34
号公告 

会社は第1回目の利息を支

払い、損金算入する際に主

管税務機関に「金融機関の

同じ貸付期間の同一種類の

貸付金の利率状況説明」を

提出しなければならない 

 適時に非金融機関から

の借入金利率の説明資

料を準備し、税務機関に

提出する 

2011年7月1日 
チャイナアラート 
2011年第20回 □ □ □ 

銀発［2011］145号及び中国

人民銀行、財政部、商務部、

税関総署、国家税務総局、

中国銀行業監督管理委員会 
［2009］10号公告 

外国投資者は合法的に獲得

した人民元を利用して中国

に投資することができる 

 人民元での直接投資に関

する規定からどのような

便益を得るか検討する 

 人民元での直接投資の

申請を行うために関連資

料を準備する 

2011年6月3日／

2009年7月1日 
チャイナアラート 
2011年第21回 □ □ □ 

匯資函［2011］7号 

外商投資性公司が登録資本

金の増資手続を完了した

後、関連する法規に従って

国内企業への再投資を実施

しなければならない（上記の

新規定には、不確実な要素

も残されている） 

 外商投資性公司が再投

資する際に増加した登録

資本金に対して源泉所得

税を納付する必要がある

か否かを地方税務機関

に確認する 

 新規定に基づいて中国で

の投資形態を変更する

必要があるか否かを検

討する 

2011年4月1日 
チャイナアラート 
2011年第21回 □ □ □ 

                                                           
1 登記証明書の更新手続きは2011年6月30日までに終了した。延期が必要の場合は遅くても2011年8月31日を超えてはならない。 

https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1103-8-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1103-8-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-20-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-20-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-21-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-21-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-21-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-21-j.pdf�
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関連法規のポイント 企業の対応 施行日 KPMG中国発信情報 はい いいえ 該当無し 

1.2  投融資（続き） 

2011年に公布された匯発

［2009］49号文に基づいて

資金プーリングの運営が成

功したいくつかのケース 

当該通達は、中国国内企業

及び中国国内グループの内

部構成員間における外貨資

金プーリングの運用モデル

の設立及び運営に対してガ

イドラインを提供する 

 外貨資金プーリングの運

営モデルを企業グループ

内部でどのように運用で

きるか検討する 

2009年11月1日 
チャイナアラート 
2009年第88回 □ □ □ 

「外商投資企業の持分出資

管理弁法（公開草案）」 

当該管理弁法は、所有して

いる会社の持分を他の会社

へ出資する場合について規

定した 

 正式な管理弁法がいつ

公布されるかについて注

目しておくこと 

 持分出資を通じて企業再

編計画を実施することで

どのような便益を得ること

ができるか検討する 

N/A 
チャイナアラート 
2011年第15回 □ □ □ 

1.3  貨物売上及び役務提供  

財綜［2010］98号及び地方

通達 

全ての企業及び個人（外商

投資企業、外国企業及び外

国籍の個人を含む）は、実際

に納付した増値税、営業税

及び消費税の合計税額の

2％を地方教育費附加として

納税する 

 適時に地方教育費附加

を申告・納付する 

地方通達に規

定された施行日

を参照のこと 

中国税務簡報 
2011年第3期  英語

のみ 
□ □ □ 

国発［2010］35号 

外商投資企業、外国企業及

び外国籍の個人に対して都

市維持建設税と教育費附加

を徴収する 

 適時に都市維持建設税

及び教育費附加を申告・

納付する 
2010年12月1日 

チャイナアラート 
2010年第15回 □ □ □ 

財税［2011］50号 

 どのような状況ならば、

物品等の贈与の際に、

個人に対し個人所得税

が課税され、且つ贈与し

た企業が源泉徴収を行

うのか明確にした 

 個人所得税が徴収され

る場合、課税対象の物

品等の価値はどのように

決定されるか明確にした 

 現行の販売促進モデル

における潜在的な税務リ

スクを評価する 

 潜在的なリスクを低減させ

るため、販売促進モデル

に対する調整を検討する 

2011年6月9日 
チャイナアラート 
2011年第19回 □ □ □ 

https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1105-15-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1105-15-j.pdf�
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/PRC-Tax-dashboard/Documents/PRC-Tax-dashboard-1103-03.pdf�
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/PRC-Tax-dashboard/Documents/PRC-Tax-dashboard-1103-03.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-19-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-19-j.pdf�
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1.4  資産及び費用 

国家税務総局［2011］第25
号公告 

 当該公告により資産損

失の税前控除（損金処

理）に当たって税務機関

による事前承認規定を

廃止した 

 申告を「清単申告」と「専

項申告」に分けた 

 企業所得税算定におけ

る損金算入できる資産

損失の範囲が拡大され

た 

 資産損失に関する新規

定により損金処理手続及

び関連規定及び税務コン

プライアンスに精通すべ

きである 

 税務調査に備えるため、

会計及び税務に関する

詳細な資料を準備する 

2011年1月1日 
チャイナアラート 
2011年第13回 □ □ □ 

国家税務総局［2011］第34
号公告 

企業が四半期ごとに所得税

を予定納付する際、証憑を適

時に取得できない原価、費用

について損金算入することが

一時的に認められるが、確

定申告までに関連証憑を提

出しなければならない 

 新法規における損金算

入に関する緩和規定を十

分に利用する 

 2012年5月31日までに関

連原価、費用に係る証憑

の提出をできるようにする 

2011年7月1日 
中国税務簡報 
2011年第6期  英語

のみ 
□ □ □ 

1.5  人件費 

「中華人民共和国個人所得

税法」第6次修正案 

 賃金・給与所得について

毎月の費用控除標準は

2,000人民元から3,500
人民元にまで引上げられ

た 

 超過累進税率が適用さ

れる賃金・給与所得等級

は9級から7級に改正さ

れ、15％及び40％の税

率は廃止された 

 新規定が人件費に与え

る影響を評価する 

 新規定に基づいて納税

申告を行えるようにする 

2011年9月1日 

チャイナアラート 
2011年第16回 

チャイナアラート 
2011年第24回 

□ □ □ 

https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-13-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-13-j.pdf�
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/PRC-Tax-dashboard/Documents/PRC-Tax-dashboard-1106-06.pdf�
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/PRC-Tax-dashboard/Documents/PRC-Tax-dashboard-1106-06.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-16-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-16-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-24-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-24-j.pdf�
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1.5  人件費（続き） 

国家税務総局［2011］第28
号公告 

 当該公告は、雇用者が1
年1回の賞与に関わる税

金の一部分を負担した

場合の個人所得税の計

算方法を明確にした 

 雇用者は、被雇用者の

ために負担する個人所

得税を被雇用者の賃

金、給与として処理しな

い場合、企業所得税を

計算する際に控除（損金

処理）できない 

 雇用者が被雇用者の個

人所得税を負担する場

合の会計処理を確認し、

損金算入できないリスク

を把握する 

 関連リスクを低減させる

ため、会計処理を変更す

る必要があるか否かを検

討する 

2011年5月1日 
チャイナアラート 
2011年第14回 □ □ □ 

「中国国内で就業している外

国人の社会保険加入に関す

る暫行弁法」（公開草案） 

外国人が中国で就業する場

合に中国の基本養老保険、

基本医療保険、労災保険、

失業保険及び出産育児保険

に加入しなければならない 

 暫行弁法（草案）がいつ

から正式に施行されるか

に注目する 

 外国籍の従業員の潜在

的な社会保険コスト及び

2国間及び多国間の社会

保険協定の影響を考慮

する 

N/A 
チャイナアラート 
2011年第18回 □ □ □ 

派遣アレンジメントモデルに

おける企業所得税に関する

通達（今年後半に公布され

ると見込まれる） 

どのような状況ならば、中国

に従業員を派遣することに

よって、雇用者が中国で恒

久的施設（PE）を設置したと

見なされ、企業所得税を納

付しなければならないかを

明確化 

 税務リスクを評価するた

めに現在の派遣アレンジ

メントをチェックする 

 現在の派遣アレンジメン

トを変更する必要がある

か否かを検討する 

N/A 

 

□ □ □ 

1.6  利益送金 

国家税務総局［2011］第24
号公告 

当該公告は、非居住企業が

中国で稼得した利息、賃貸

料、ロイヤリティー、キャピタ

ル・ゲイン及び保証料につい

て企業所得税の納税時期及

び計算方法を明確にした 

 旧契約をチェックし、必要

に応じて未納税額の追加

申告を行う 

 今後締結する契約を確

認する際に潜在的な税

務リスクを考慮する 

2011年4月1日 
チャイナアラート 
2011年第11回 □ □ □ 

https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1105-14-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1105-14-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-18-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-18-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-11-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-11-j.pdf�
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1.7  企業再編 

国家税務総局［2011］第13
号公告 

当該公告が規定している状

況に合致する場合、企業再

編過程における有形資産の

譲渡は増値税の課税範囲に

属さないものとし、増値税を

徴収しない（当該規定には、

不確実な要素が残されてい

る） 

 企業再編するにあたって

増値税の優遇措置を利

用することを検討する 
2011年3月1日 

チャイナアラート 
2011年第7回 □ □ □ 

1.8  市場撤退 

国家税務総局［2011］第24
号公告 

非居住企業が直接或いは間

接的に中国居住企業の持分

を譲渡する際に関連する問

題について明確にした 

 国税函［2009］698号文

が規定している海外にお

ける持分の間接譲渡取

引につき簡略化された報

告手続を適用する 

2011年4月1日 
チャイナアラート 
2011年第12回 □ □ □ 

国家税務総局［2011］第34 
号公告 

企業の撤資（撤退による出

資金の払戻）または減資に

より得たキャピタル・ゲイン

に係る企業所得税の処理に

ついて明確にした 

 撤資または減資する前に

その税務的影響を評価

する 

 適切な撤退戦略を選択

するため、撤資／減資と

持分譲渡の2つの形態に

おける優劣を検討する 

2011年7月1日 
チャイナアラート 
2011年第22回 □ □ □ 

深圳市地方税務局が行った

課税決定に関する報道 

報道によれば、税務機関は

非居住者個人の海外で中国

国内企業の間接的持分譲渡

に対して個人所得税を徴収

した（当該案件に適用された

法規においては不確実な要

素が残されている） 

 個人の海外での持分間

接譲渡に対する中国で

の税務リスクを検討する 
N/A 

チャイナアラート 
2011年第17回 

チャイナアラート 
2011年第23回 

□ □ □ 

1.9  税務コンプライアンス 

「税務コンプライアンス協定」

に関する報道 

北京、青島、無錫の地方税

務機関は選定した企業と「税

務コンプライアンス協定」を

締結した 

 「税務コンプライアンス協

定」のメカニズムからどの

ような利益を得るかを考

慮する 

N/A 
中国：展望未来 
（第1版）第三章  英

語のみ 
□ □ □ 

https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1103-7-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1103-7-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-12-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1104-12-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-22-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-22-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-17-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1106-17-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-23-j.pdf�
https://author.ema.kworld.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Japanese/Documents/china-alert-1107-23-j.pdf�
http://kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Documents/China-Looking-Ahead-ITR-201105-2.pdf�
http://kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Documents/China-Looking-Ahead-ITR-201105-2.pdf�
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1.10  優遇税制 

国科火字［2011］123号及び

地方通達 

2008年にハイテク企業とし

て最初に認定された企業の

再審査作業が開始された
2

 税務優遇措置を享受でき

る資格を有しているか否

かを自己評価する 

 

 ハイテク企業の再審査手

続きを進めるための資料

を準備する 

 認定条件を充足しない場

合、減免された税金が追

加課税されるか否かを検

討する 

資料の提出期

限については、

地方通達を参

照のこと  

 

□ □ □ 

国家発展改革委員会令

2011年第9号 
「産業構造調整指導目録」

（2011年版） 
 
「外商投資産業指導目録」

（意見募集改訂草案） 

上記の目録は、会社の輸入

設備に係る税務上の優遇政

策（即ち、関税を免税）を享

受できる資格に影響を与え

る 

 目録の改訂及び享受して

いる税務上の優遇措置

に与える影響に常に注目

する 

2011年6月1日 
N/A 

 

□ □ □ 

国発［2010］9号 

条件に合致する西部地区の

内外資企業に対して企業所

得税優遇政策を継続する 

 財政部及び国家税務総

局がまもなく公布する具

体的な執行弁法に注目

する 

2011年1月1日 

 

□ □ □ 

 
※パート2の具体的な業種別（不動産、エネルギー及び天然エネルギー、情報、通信及び

エンターテイメント業及びリース）の翻訳については省略させていただきます。 

 
KPMG中国の所見 

このチェックリストで言及されている新しく公布された或いは公布される予定の法規は、会

社の収益性及びキャッシュ・フローに大きな影響を与える。そのため、会社はこれらの法規

が経営活動に対する影響を慎重に考慮すべきである。中国の会計年度は12月31日を期

末日としているため、会社は現時点からそれぞれの経営活動状況についてレビューするこ

とをお勧めする。この目的は、過去の納税コンプライアンス状況を評価すること、会社が新

法規における新たな機会を十分に利用すること、また、年末における納税申告の準備は

十分なのかを確認することにある。 

                                                           
2  審計署が2011年6月27日に公布した「国家税務局における税収徴収管理状況の審査結果」によれば、本来ハイテク企業として認定されたいくつ

かの企業は認定条件を充足していなかった。関連者が既に追加納税した或はこれから追加納税する税額の合計金額は26.65億人民元に上

る。 
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